
 
 

 1 

平成１８年３月期  第３四半期財務・業績の概況（非連結） 
 

    平成 18 年 2 月 6 日 
上場会社名 株式会社アップガレージ (コード番号：３３１１ 東証マザーズ) 
（ＵＲＬ http://www.upgarage.com ）   
問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役 石田誠 ＴＥＬ：（03）5457―1616       
              責任者役職・氏名 常務取締役 三井衛 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準 ：中間財務諸表作成基準 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：無 
③ 会計監査人の関与 ：有 

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示
等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成１８年３月期第 3 四半期財務・業績の概況（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 12 月 31 日） 
(1) 経営成績の進捗状況                         （百万円未満切捨） 
 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期）  

純 利 益       
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

18 年 3 月期第 3 四半期 2,864  1.2 74   81.9 74  175.3 23  168.9 
17 年 3 月期第 3 四半期   2,829 13.0 40 △69.9 27 △79.0 8 △86.8 
(参考)17 年 3 月期 3,704      69       53       22       

 
 １株当たり四半期 

（当期）純利益 
潜 在 株 式 調 整 後           

１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

18 年 3 月期第 3 四半期 1,390   36     1,367   15  
 17 年 3 月期第 3 四半期 518   51  506    5  
(参考)17 年 3 月期 1,326   49  1,297   78  

 (注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 
 
[経営成績の進捗状況に関する定性的情報等] 
当第３四半期のわが国経済は企業収益が改善し、景気は緩やかに回復しつつあります。また低迷が

懸念された個人消費も徐々に持ち直してきております。 
当社が属する中古カー用品業界も個人消費の回復基調を受けて市場の拡大が続いております。当社

では積極的な店舗展開を行っており、当第３四半期においては「アップガレージ」直営店を１店出店

し、３店（西宮店、インポート雪ヶ谷店及びライダース横浜鶴見店）を閉店して、一部を町田本店へ

統合いたしました。またフランチャイズ店では当第３四半期において「アップガレージ」１店、「ア

ップガレージ ライダース」２店の出店がありました。これにより当第３四半期末の店舗数は「アッ

プガレージ」65 店（内フランチャイズ 49 店）、「アップガレージ ライダース」９店（内フランチャ

イズ８店）並びに「フィールドガレージ」1 店となっております。 
当第３四半期の業績は、天候が安定し集客が順調に推移したことや教育研修の強化による店舗スタ

ッフの買取・販売面でのスキルが向上したことなどにより、既存直営店を中心に順調に推移いたしま

した。また平成 16 年 4 月以降に開店した新規店の売上が寄与した結果、直営事業の売上高は
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2,488,009 千円（前年同期比 3.0%増）となりました。また、フランチャイズ収入は 376,220 千円（前

年同期比 8.9%減）となり、合計の売上高は 2,864,230 千円（前年同期比 1.2%増）となりました。収

益面では本社移転に伴う関連費用の発生がありましたが、売上高が順調に増加したことなどから、営

業利益 74,497 千円（前年同期比 81.9%増）、経常利益 74,706 千円（前年同期比 175.3%増）を計上

することとなりました。 
なお、第３四半期に「アップガレージ」２店を閉店したことによる店舗閉鎖損失を含め、特別損失

29,356 千円を計上しております。 
以上の結果、当第３四半期は売上高 2,864,230 千円（前年同期比 1.2%増）、営業利益 74,497 千円

（前年同期比 81.9%増）、経常利益 74,706 千円（前年同期比 175.3%増）、税引前第３四半期純利益

45,349 千円（前年同期比 77.2%増）、第３四半期純利益 23,424 千円（前年同期比 168.9%増）となり

ました。 
 

（部門別売上高） 
平成 17 年 3 月期第３四半期 平成 18 年 3 月期第３四半期 前期（通期）  

金額 構成比 金額 構成比 
対前年増

減率 金額 構成比 
 百万円 % 百万円 % % 百万円 % 
直営事業 2,416 85.4 2,488 86.9 3.0 3,175 85.7 

ロイヤリティ

収入 145 5.2 190 6.6 30.2 198 5.4 フ ラ ン

チ ャ イ

ズ収入 その他の収入 267 9.4 186 6.5 △30.5 330 8.9 
小 計 413 14.6 376 13.1 △8.9 528 14.3 
合 計 2,829 100.0 2,864 100.0 1.2 3,704 100.0 
 
(2) 財政状態の変動状況                         （百万円未満切捨） 
 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり 

株 主 資 本      
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

18 年 3 月期第３四半期 1,829   752   41.2  44,435   96 
 17 年 3 月期第３四半期 1,752   711   40.6  42,357   40 
(参考)17 年 3 月期 1,678   725   43.2  43,165   39 

 
(3) キャッシュ・フローの状況                       （百万円未満切捨） 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

18 年 3 月期第３四半期   47   △140  126  395  
17 年 3 月期第３四半期 83   △83  △125  485  
(参考)17 年 3 月期 71   △108  △213  361  

 
 
[財政状態の変動状況に関する定性的情報等] 
当第３四半期における現金及び現金同等物は、前期末に比べ 33,937 千円増加し、395,196 千円と

なりました。 
当四半期中のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 
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＜キャッシュフローの状況＞ 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は 47,489 千円となりました。当四半期はたな卸資産の増加 84,622 千

円がありましたが、税引前四半期純利益 45,349 千円の計上、減価償却費 44,782 千円の計上があった

こと、更に直営店の閉店による損失の発生が 27,809 千円あったことによります。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果減少した資金は 140,350 千円となりました。これは主に子会社株式の取得による支

出 60,000 千円、有形固定資産の取得のための支出 42,150 千円、新規出店・本社移転等による敷金保

証金等の支払 23,981 千円があったことによります。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果増加した資金は 126,798 千円となりました。これは主に金融機関から短期借入金

200,000 千円、長期借入金 200,437 千円の借入を行ったことによるものです。 
 
３．平成 18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 
 

百万円 
 

百万円 
 

円 銭 円 銭 

通   期 3,858 99 40 0  00 0  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    2,360 円 71 銭 
 
[業績予想に関する定性的情報等] 
当期は景気のゆるやかな回復から、消費向上が期待されますが、原油価格の高騰などによるインフ

レへの警戒感、増税等による個人所得減少の要因発生も心配され、依然として予断を許さないような

状況にあり、経営環境は引き続き厳しいものと思われます。 
このような環境下において当社は中古カー用品・中古バイク用品市場において事業拡大をはかるた

め、引き続き店舗網の充実を行ってまいります。 
業績は概ね当社の計画どおりに推移していることから、平成 17 年 11 月 7 日に発表しました通期の

業績予想につきまして現時点での変更はありません。 
 
（注）この資料に記載されている業績予想は、当社が現時点で入手可能な情報から得られた判断に基

づいております。予想にはさまざまな不確定要素が内在しており、実際の業績とは異なる場合

があります。従いまして、この業績予想に全面的に依存して投資等の判断を行うことは差し控

えて下さい。 
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４．四半期財務諸表等 

（１）四半期貸借対照表 

  
第６期 

第３四半期会計期間末 

（平成16年12月31日現在） 

第７期 

第３四半期会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

前事業年度末の 

要約貸借対照表 

（平成17年3月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  499,547  412,618  376,277  

２．売掛金  152,004  131,819  153,328  

３．商品  473,830  617,440  532,818  

４．その他  101,173  94,946  82,342  

流動資産合計  1,226,556 70.0 1,256,824 68.7 1,144,766 68.2 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ＊１       

１．建物  132,215  138,812  127,422  

２．工具器具備品  101,527  78,043  93,061  

３．その他  74,082  60,682  70,146  

有形固定資産合計  307,826  277,539  290,629  

(2)無形固定資産  38,420  58,228  64,300  

(3)投資その他の資産        

１．敷金保証金  153,609  154,299  153,660  

２．その他  24,538  81,893  24,457  

投資その他の資産合計  178,147  236,193  178,117  

固定資産合計  524,394 29.9 571,960 31.3 533,047 31.7 

Ⅲ 繰延資産  1,283 0.1 256 - 1,026 0.1 

資産合計  1,752,233 100.0 1,829,042 100.0 1,678,841 100.0 
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第６期 

第３四半期会計期間末 

（平成16年12月31日現在） 

第７期 

第３四半期会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成17年3月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金  33,710  35,368  46,193  

２．短期借入金  100,000  200,000  100,000  

３．１年以内返済予定の  
長期借入金 

 251,278  146,240  213,996  

４．賞与引当金  14,912  6,761  13,199  

５．その他 ＊２ 154,986  160,851  144,654  

流動負債合計  554,887 31.7 549,220 30.0 518,043 30.9 

Ⅱ 固定負債        

１．社債  42,000  28,000  35,000  

２．長期借入金  403,500  465,590  362,060  

３．その他  40,242  33,308  38,558  

固定負債合計  485,742 27.7 526,898 28.8 435,618 25.9 

負債合計  1,040,629 59.4 1,076,119 58.8 953,662 56.8 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  265,480 15.2 267,640 14.6 265,480 15.8 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  284,375  286,535  284,375  

資本剰余金合計  284,375 16.2 286,535 15.7 284,375 16.9 

Ⅲ 利益剰余金        

(1) 任意積立金        

１．特別償却準備金  719  518  719  

(2)第３四半期(当期)未処
分利益 

 161,030  198,229  174,604  

利益剰余金合計  161,749 9.2 198,747 10.9 175,323 10.5 

資本合計  711,604 40.6 752,922 41.2 725,178 43.2 

負債・資本合計  1,752,233 100.0 1,829,042 100.0 1,678,841 100.0 
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（２）四半期損益計算書 

 

  

第６期 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年 4月 1日 
   至 平成16年12月31日）

第７期 
第３四半期会計期間 

（自 平成17年4月 1日 
 至 平成17年12月31日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年4月 1日 
 至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

           

Ⅰ 売上高   2,829,479 100.0  2,864,230 100.0  3,704,486 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,430,318 50.6  1,471,954 51.4  1,854,156 50.1 

  売上総利益   1,399,160 49.4  1,392,275 48.6  1,850,330 49.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,358,207 48.0  1,317,777 46.0  1,780,732 48.0 

  営業利益   40,953 1.4  74,497 2.6  69,598 1.9 

Ⅳ 営業外収益 ＊１  11,002 0.4  14,285 0.5  13,466 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ＊２  24,817 0.9  14,076 0.5  29,298 0.8 

  経常利益   27,137 0.9  74,706 2.6  53,766 1.5 

Ⅵ 特別利益 ＊４  20,600 0.7  － -  20,600 0.5 

Ⅶ 特別損失 ＊５  22,139 0.7  29,356 1.0  22,139 0.6 

  税引前第３四半期
（当期）純利益 

  25,597 0.9  45,349 1.6  52,226 1.4 

 法人税、住民税及び 
 事業税 

 13,512   30,073   28,130   

法人税等還付額  －   △3,279   －   

 法人税等調整額  3,374 16,886 0.6 △4,868 21,925 0.8 1,811 29,941 0.8 

 第３四半期（当期）
純利益 

  8,711 0.3  23,424 0.8  22,285 0.6 

 前期繰越利益   152,319   174,805   152,319  

 第３四半期（当期） 
未処分利益 

  161,030   198,229   174,604  
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

  

第６期 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年12月31日） 

第７期 
第３四半期会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年4月 1日 

 至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前第３四半期 
（当期）純利益 

 25,597 45,349 52,226 

貸倒引当金増加額  － 978 － 

減価償却費  54,613 44,782 73,563 

その他償却費  8,689 12,437 12,749 

賞与引当金の減少額  △1,220 △6,438 △2,934 

受取利息及び受取配当
金 

 △27 △5 △31 

支払利息  15,111 12,886 19,337 

有価証券売却益  △2,095 △534 △2,328 

有価証券売却損  896 － 896 

社債発行費償却  770 770 1,026 

店舗営業譲渡益  △20,600 － △20,600 

固定資産除却損  － 307 － 

固定資産売却損  － 1,240 － 

ソフトウェア除却損  5,294 － 5,294 

店舗閉鎖損失  16,844 27,809 16,844 

売上債権の減少額
（△増加額） 

 △22,519 21,509 △23,843 

たな卸資産の減少額
(△増加額) 

 74,398 △84,622 15,411 

その他資産の減少額
（△増加額） 

 △1,506 △14,219 8,397 

仕入債務の増加額 
（△減少額） 

 △7,038 △10,825 5,444 

その他負債の増加額  32,696 16,306 10,071 

小計  179,906 67,730 171,528 

利息及び配当金の受取
額 

 27 5 31 

利息の支払額  △14,416 △12,630 △18,856 

法人税等の還付額  － 10,562 － 

法人税等の支払額  △82,427 △18,179 △80,818 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 83,089 47,489 71,883 
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第６期 

第３四半期会計期間 

（自 平成16年4月１日 
至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 
（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年4月 1日 
 至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有価証券の売却による
収入（純額） 

 1,198 534 1,431 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △104,161 △42,150 △105,913 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 2,425 － 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △26,067 △17,779 △43,127 

子会社株式の取得によ
る支出 

 △20,000 △60,000 △20,000 

敷金保証金等の支払に
よる支出 

 △31,009 △23,981 △31,649 

敷金保証金等の返還収
入 

 20,995 18,500 21,209 

定期預金の預入による
支出 

 △2,402 △2,403 △3,603 

店舗の営業譲渡による
収入 

 78,294 － 78,294 

店舗閉鎖に伴う支出  － △15,516 △5,092 

その他  － 20 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △83,151 △140,350 △108,449 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入れによる収入  200,000 200,000 200,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △100,000 △100,000 △100,000 

長期借入れによる収入  50,436 200,437 50,592 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △260,382 △164,226 △339,104 

社債の償還による支出  △7,000 △7,000 △14,000 

株式の発行による収入  － 4,320 － 

割賦購入未払金の返済  △8,302 △6,732 △10,703 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △125,247 126,798 △213,215 
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第６期 

第３四半期会計期間 

（自 平成16年4月１日 
至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 
（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年4月 1日 
 至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 △125,309 33,937 △249,781 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 611,040 361,259 611,040 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第
３四半期末（期末）残高 

 485,730 395,196 361,259 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

第６期 

第３四半期会計期間 
（自 平成16年 4月１日 

至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 
 至 平成17年3月31日） 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

売買目的有価証券 売買目的有価証券 売買目的有価証券 

時価法(売却原価は、移動

平均法により算出) 

同左 同左 

(2)デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

時価法 同左 同左 

(3)たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 

①商品 ①商品 ①商品 

個別法に基づく原価法を採

用しております。 

同左 同左 

②貯蔵品 ②貯蔵品 ②貯蔵品 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

最終仕入原価法を採用して

おります。 

同左 同左 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法（ただし、建物（附

属設備を除く）については

定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 3～45年 

機械装置    13～15年 

車両運搬具    2～6年 

工具器具備品  2～10年 

定率法（ただし、建物（附

属設備を除く）については

定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 10～45年 

機械装置    13～15年 

車両運搬具    2～6年 

    工具器具備品  4～10年 

定率法（ただし、建物（附

属設備を除く）については

定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 3～45年 

機械装置    13～15年 

車両運搬具    2～6年 

工具器具備品  2～10年 

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

２．固定資産の減価償却

の方法 

自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利

用可能期間（5年）に基づく

定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

３．繰延資産の処理方法 社債発行費 

商法施行規則の規定する最

長期間(３年)で均等償却して

おります。 

社債発行費 

同左 

社債発行費 

同左 

 



- 11 - 

 

項目 

第６期 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年 4月１日 

至 平成16年12月31日） 

第７期 
第３四半期会計期間 

（自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 

 至 平成17年3月31日） 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上して

おります。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

４．引当金の計上基準 

従業員の賞与支給に備え

るため、当第3四半期会計

期間に負担すべき支給見

込額を計上しておりま

す。 

同左 従業員の賞与支給に備

えるため、当期に負担す

べき支給見込額を計上し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので、特

例処理を採用しておりま

す。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
 
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ 借入金の利息 
  

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利ス

ワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っており

ます。 

同左 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

６．ヘッジ会計の方法 

金利スワップの特例処理

の要件を満たしているの

で第3四半期決算日におけ

る有効性の評価を省略し

ております。 

同左 金利スワップの特例処理

の要件を満たしているの

で決算日における有効性

の評価を省略しておりま

す。 
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項目 

第６期 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年 4月１日 

至 平成16年12月31日） 

第７期 
第３四半期会計期間 

（自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 

 至 平成17年3月31日） 

７．四半期キャッシュ・

フロー計算書

（キャッシュフ

ロー・計算書）にお

ける資金の範囲 

四半期キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資からなって

おります。 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 ８．その他四半期財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式に

よっております。 

同左 同左 

 

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

第６期 

第３四半期会計期間 

（自 平成16年 4月１日 
   至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
   至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 

 至 平成17年3月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

第６期 
第３四半期会計期間末 

（平成16年12月31日現在） 

第７期 
第３四半期会計期間末 

（平成17年12月31日現在） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日現在） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

202,184千円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

257,981千円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

221,106千円 

＊２ 消費税等の取扱い ＊２ 消費税等の取扱い ＊２ 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその

他に含めて表示しております。 

同左  

 ３ 債務保証の金額  ３ 偶発債務  ３ 債務保証の金額 

フランチャイジーの金融機関か

らの借入に対する債務保証が25

百万円あります。 

（１）債務保証 

フランチャイジーの金融機関

からの借入に対する債務保証

が17百万円あります。 

フランチャイジーの金融機関か

らの借入に対する債務保証が23

百万円あります。 

 （２）経営指導念書 

子会社である株式会社リーワ

ンネットのリース会社への支

払債務に対して経営指導念書

を差し入れており、その金額

は55百万円あります。 

 

 

（四半期損益計算書関係） 

第６期 

第３四半期会計期間 
（自 平成16年 4月１日 

至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 
  至 平成17年3月31日） 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び金

額は次のとおりであります。 

    受取利息         5千円 

    受取配当金        22千円 

    受取手数料    5,920千円 

    有価証券売却益 2,095千円 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び金

額は次のとおりであります。 

    受取利息         5千円 

    受取手数料    9,121千円 

    有価証券売却益   534千円 

    保険金収入     1,780千円 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び金

額は次のとおりであります。 

    受取利息         9千円 

    受取手数料    7,906千円 

    有価証券売却益 2,328千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び金

額は次のとおりであります。 

    支払利息  15,111千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び金

額は次のとおりであります。 

    支払利息  12,886千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び金

額は次のとおりであります。 

    支払利息   19,337千円 

３ 減価償却実施額は次のとおりで

あります。 

    有形固定資産 54,145千円 

    無形固定資産  8,014千円 

３ 減価償却実施額は次のとおりで

あります。 

    有形固定資産 45,439千円 

    無形固定資産 11,099千円 

３ 減価償却実施額は次のとおりで

あります。 

    有形固定資産 73,563千円 

    無形固定資産 11,699千円 

＊４ 特別利益の内容は直営店の譲渡

益です。 

＊４  ＊４ 特別利益の内容は直営店の譲渡

益です。 

＊５ 特別損失の内容 

ソフトウェア除却損 5,294千円 

店舗閉店損失      16,844千円 

 

＊５ 特別損失の内容 

固定資産除却損       307千円 

固定資産売却損     1,240千円 

店舗閉店損失      27,809千円 

 

＊５ 特別損失の内容 

ソフトウェア除却損 5,294千円 

店舗閉店損失      16,844千円 
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

第６期 

第３四半期会計期間 
（自 平成16年 4月１日 

至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 
    至 平成17年3月31日） 

現金及び現金同等物の第３四半期末残

高と四半期貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成16年12月31日現在) 

現金及び預金勘定 499,547千円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金 
△13,817千円

現金及び現金同等物 485,730千円
 

現金及び現金同等物の第３四半期末残

高と四半期貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年12月31日現在) 

現金及び預金勘定 412,618千円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金 
△17,421千円

現金及び現金同等物 395,196千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

(平成17年3月31日現在) 

現金及び預金勘定 376,277千円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金 
△15,018千円

現金及び現金同等物 361,259千円
 

 



－  － 
 

15 

（リース取引関係） 

第６期 

第３四半期会計期間 
（自 平成16年4月 1日 

    至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 
（自 平成17年4月 1日 

    至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 
    至 平成17年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び第３四半期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

第３四半期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

 

取得価額相

当額 

減価償却

累計額相

当額 

第３四半期

末残高相当

額 

 千円 千円 千円 

建物 11,926 6,956 4,969 

機械装置 4,200 1,260 2,940 

車両運搬

具 
4,732 867 3,864 

工具器具

備品 
9,167 7,486 1,680 

 

 

 

取得価額相

当額 

減価償却

累計額相

当額 

第３四半期

末残高相当

額 

 千円 千円 千円 

建物 11,926 9,342 2,584 

機械装置 4,200 2,100 2,100 

車両運搬

具 
4,732 1,814 2,918 

工具器具

備品 
9,167 9,167 - 

 

 

 

取得価額相

当額 

減価償却

累計額相

当額 

期末残高相

当額 

 千円 千円 千円 

建物 11,926 7,553 4,372 

機械装置 4,200 1,470 2,730 

車両運搬

具 
4,732 1,104 3,628 

工具器具

備品 
9,167 7,944 1,222 

(2)未経過リース料第３四半期末残高相当額 

 

   １年内      7,095千円 

    １年超        8,933千円 

    合計           16,029千円 

(2)未経過ﾘｰｽ料第３四半期末残高相当額等 

 未経過リース料第３四半期末残高相当額 

   １年内      4,953千円 

    １年超        4,157千円 

合計            9,111千円 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 

 

１年内      6,381千円 

１年超        7,873千円 

合計          14,255千円 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

 

   支払リース料   5,068千円 

   減価償却費相当額 4,503千円 

   支払利息相当額   564千円 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

   支払リース料   4,898千円 

   減価償却費相当額 4,351千円 

  支払利息相当額    547千円 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

 

   支払リース料   6,757千円 

   減価償却費相当額 6,005千円 

  支払利息相当額    752千円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息法によってお

ります。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２． ２．オペレーティングリース取引 

  未経過リース料 

  １年内      1,128千円 

１年超            1,975千円  

   合計       3,104千円 

２．オペレーティングリース取引 

  未経過リース料 

  １年内      1,128千円 

１年超            2,822千円  

   合計       3,951千円 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 
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（有価証券関係） 

第６期 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

     至 平成16年12月31日） 

第７期 
第３四半期会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

     至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 

    至 平成17年3月31日） 

 該当事項はありません。 同左 同左 

 

（デリバティブ取引関係） 

第６期 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

     至 平成16年12月31日） 

第７期 
第３四半期会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

     至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 

    至 平成17年3月31日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行って

おりますが、ヘッジ会計を適用し

ておりますので注記の対象から除

いております。 

 

同左 

 

同左 

 

 

（持分法損益等） 

前四半期会計期間（自 平成16年4月 1日 至 平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当四半期会計期間（自 平成17年4月 1日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成16年4月 1日 至 平成17年3月31日） 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

第６期 

第３四半期会計期間 
（自 平成16年4月 1日 

至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 
（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

 

１株当たり純資産額 42,357.40円 

１株当たり 
四半期純利益金額 

518.51円 

潜在株式調整後1株当たり 

四半期純利益金額 
506.05円 

  

 

１株当たり純資産額 44,435.96円 

１株当たり 
四半期純利益金額 

1,390.36円 

潜在株式調整後1株当たり 

四半期純利益 
1,367.15円 

  

１株当たり純資産額 43,165.39円 

１株当たり当期純利益 1,326.49円 

潜在株式調整後1株当たり 
当期純利益 

1,297.78円 

 

当社は、平成16年5月20日付で株式1株を

2株に分割しております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の四半期会計期間におけ

る1株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

  

１株当たり純資産額 29,977.22円 

１株当たり 
四半期純利益金額 

4,461.13円 

 

 

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

また、前事業年度における1株当たり情
報については、以下のとおりとなりま

す。 

  

１株当たり純資産額 41,838.89円 

１株当たり当期純利益金額 4,738.63円 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益 
4,725.98円 

 

 

 

 （注） １株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

 

第６期 

第３四半期会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年12月31日） 

第７期 

第３四半期会計期間 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 

至 平成17年3月31日） 

1株当たり四半期（当期）純利益金額    

四半期（当期）純利益（千円） 8,711 23,424 22,285 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る四半期(当期)純利益 

（千円） 
8,711 23,424 22,285 

普通株式の期中平均株式数（株） 16,800 16,848 16,800 

    

潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純

利益金額 
   

四半期（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 414 286 372 

（うち転換社債（株）） （ －） （ －） （ －） 

（うち新株予約権（株）） （ 414） （ 286） （ 372） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後1株当たり中間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

－ － － 
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（重要な後発事象） 

第６期 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

至 平成16年12月31日） 

第７期 
第３四半期会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 

至 平成17年3月31日） 

 該当事項はありません。 該当事項はありません。 平成17年5月9日開催の取締役会におい

て、直営店２店舗閉店の決議をいたしま

した。 

この閉店に伴う固定資産の除却等によ

り19,469千円の店舗閉鎖損失を見込んで

おります。 

 




